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いて（第七次提言）」（平成 27 年５月 14 日）が出された。この提言を受けた中央教育審
議会「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について―学び合い，高め合う教員















対象国における教員の資質・能力スタンダードの有無について示したのが，表 1 である。 
表１ 教員，管理職の資質・能力スタンダードの有無 
教員の資質・能力スタンダード 管理職の資質・能力スタンダード 
イギリス 教員 校長 
ドイツ 教員 設定なし 
フランス 教職員 設定なし 
フィンランド 設定なし 設定なし 
アメリカ 教員 校長，教員リーダー 
































アメリカ 教職課程認定，教員免許 職能開発，教員評価 
オーストラリア 教員資格取得 教員評価，教員登録更新 

































































アメリカでは，全米州教育長協議会による InTASC（Interstate Teacher Assessment and



























































































  ↓ 
基本給与表教員（Core） 
↓    ↓
上級給与  優秀教員  ミドルリーダ  
表教員  （ET）   ―資格（NPQML） 
（PTT）  上級資格教員    ↓ 
  （AST）  シニアリーダ  ー
   資格（NPQSL） 
 ↓ 





















































   教員   ↓ 
  主任（１級上昇） 
   ↓ 
  教頭（手当） 
   ↓ 




















































能力の基準（Référentiel des compétences 
professionnelles des métiers du 







































   ↓   ↓ 
・優秀教員資格証明     〈管理職〉 




























































































教員養成機関  養成教員スタンダード 
  ↓  
暫定的教職実践 （中等教育の場合） 
許可書    新任教員用 
専門職スタンダード 
↓ 教職実践基準 
完全教職実践   教員用 
















































↓    ↓ 
普通教員（GEO 1/2） 学年・教科主任 
  ↓    ↓ 
〃（GEO 1A1/2A1）   部局長 
  ↓   ↓ 
〃（GEO 1A2/2A2）   副校長 
  ↓   ↓ 
上級教員    校長 































↓    ↓ 


































ISCED2011 レベル2     助手/訓練生 
↓ 
A-levels レベル3 保育資格
大学進学資格  幼年教育士（EYE） 
↓ ↓          ↓ 
↓ ↓ レベル4 以上
大学  レベル5   上級幼年教育士
レベル6 ディプロマ アワードor 
↓バチェラ  ー ↓ サーティフィケイト
レベル7 ↓    ↓ ↓ 
修士↓   ↓      ↓ ↓ 
教員養成 （PGCE） ITT  






























↓      ↓
大学  レベル5 レベル4 以上  
レベル6 ディプロマ  サーティフィケイト
↓ バチェラ  ー ↓ 
レベル7   ↓    ↓ NAEYC乳幼児教育専門職 
修士↓   ↓     ↓  養成スタンダード 
幼 稚 園 教 員 初任教員スタンダード 
↓
上級，管理職 上級教員スタンダード

























   レベル3 保育助手
↓ ↓ 
大学   専門学校   レベル4 
レベル6  レベル5，6 児童育成士 補助職






















    ↓ 
レベル3
↓    ↓
幼児高等師範 幼児師範学校
普通大学 専科学校     レベル4 
師範大学 レベル5  ↓  
レベル6  ↓   ↓   
↓     ↓       ↓  幼児園教師専門標準
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学士（BEd）か１年間の PGCE（Postgraduate Certificate of Education）で取得するもの
である。しかしイギリスでは教員不足が深刻なため，学校現場が主体となって提供するコー
スも含め多様なコースが設定されている。例えば，「1994 年教育法（The Education Act
1994）」において法制度化された SCITT（School-Centred Initial Teacher Training）4や，
学卒仮教員プログラム（Graduated Teacher Programme，GTP）5，登録仮教員プログラム
（Registered Teacher Programme，RTP）6，外国での教員免許を保有する者へのプログラ
ム（Overseas Teacher Training Programme，OTTP）7などがある 8。このほかにも，2010








に，教員資格や教員養成課程の基準化等を担当する組織として Teacher Training Agency
（TTA）が，教員養成課程の審査を行う教員養成課程審議会（Council for the Accreditation
of Teacher Education, CATE）を改組する形で設置された。TTA はその後，2005 年に
Training and Development Agency for Schools（TDA），2012 年に Teaching Agency（TA）




ための組織として，医師会や弁護士会に類似するような General Teaching Council（GTC）
が「1998 年教員と高等教育法（Teaching and Higher Education Act 1998）」に基づいて







まず 2007 年に TDA は「教員の専門職基準（Professional Standards for Teacher）」を
制定した 9。これは，職階ごとに 102 項目の多岐にわたる内容となっており，教員自身が自
己啓発や職能開発を行うには使いづらい内容という批判を受けて，2011 年に改訂が行われ，




2011 年の改訂に当たっては，教育省内に Sally Coastes を座長とする検証委員会が組織
され，次の二つの報告書を取りまとめた。
・First Report of the Independent Review of Teachers’ Standards（2011 年 7 月）
：QTS and Core Standards に関する検討
・Second Report of the Independent Review of Teachers’ Standards（2011 年 12 月）




































また，「2012 年教育（教員評価）規則（イングランド）」（The Education (School Teachers’ 






教員等への申請（applying to access the upper pay range），不適格教員の判断基準
（misconduct hearings）に利用されている。 
表 1 教員スタンダードの活用項目 










成課程の履修内容を規定した「教員養成課程全国カリキュラム（National Curriculum for 
Initial Teacher Training）」の策定の方向性が TTA によって打ち出され，1997 年から初等
学校教員養成課程の英語，算数から始まり，段階的に導入されていった。


















（advanced skills teacher）12及び優秀教員（excellence teacher）13になることを判断する
際の基準として活用されている。










1997 年に TTA によって策定された「校長の専門職基準（National Standards for 
Headteachers）」を制定し，その基準に基づく「全国校長専門職資格（National Professional 
Qualification for Headship，NPQH）を導入した。 
そして，管理職の資質・能力向上と質の管理を行うために，2000 年に全国スクールリー
ダーカレッジ（National College for School Leadership，NCSL，現在は，National College for 





能省（Department for Education and Skills, DfES、現在の教育省）によって策定された「校長
の専門職基準（National Standards for Headteachers）」では，校長の役割として，①Shaping 
the future，②Leading Learning and Teaching，③Developing Self and Working with 
-5-
6 
Others，④Managing the Organisation，⑤Securing Accountability，⑥Strengthening 
Community という六つの領域における校長の行動役割が規定されていた。この内容に基づ
き，NPQH のプログラムの内容も決められた。







Professional Qualification for Senior Leadership，NPQSL），ミドルリーダー養成のため
の専門職資格（National Professional Qualification for Middle Leadership，NPQML）を
制定し，段階的に校長を養成する仕組みを構築している 14。この資格枠組みに基づき実施さ
れる資格取得のプログラムでは，表２で示す３領域 16 コンピテンシーが規定されている。

















































DfE，The Importance of Teaching, 2010 
DfE，Educational Excellence Everywhere，2016 
TDA，Professional Standards for Teacher，2007 
DfE，Teacher Standards，2011 
DfES，National Standards for Headteachers，2004 
DfE，National Standards of Excellence for Headteachers，2015 
1 本稿ではイングランドの制度を取り上げているため、国及び全国と標記した場合もイン
グランドの制度を指している。 
2 教員の欠員率は，1995 年は 0.4％，2000 年は 0.8％，2005 年は 0.7％，2010 年 0.4％で
あった。その後は，0.1％～0.2％前後であるが依然として 360 人前後の欠員数となってい
る。また教科ごとの差も大きく，数学や情報教育，理科，地理などは 1％を超えている。
DfE, School Workforce in England November 2015, June 2016 
また，イギリスでは教員養成課程の入学者数によって教員数を調整しているが，2015-
2016 年では 93％の充足率となっている。 
Migration Advisory Committee, Partial Review of the Shortage Occupation List : 
Review of teachers, January 2017 
また今後は，ＥＵ離脱に伴い，これまでＥＵ圏内から来ていた教員が来なくなることによ
って教員不足が深刻化するのではないかということも懸念されている。 






 4 SCITT は，数校の初等学校及び中等学校がコンソーシアムを組み，NCTL から認定を受
けて１年間の学校での実習を中心とした教員養成課程を編成し，運営するものである。正








8 このほかにも，Teach First，School Direct などがある。 









2009 年３月，３-26 ページに翻訳されたものが掲載されている。 
10 読み書きと計算に関する基礎学力を確認するテストである。レベルとしては，GCSE の
Ｃレベルの学力が要求される。 







14 それまでは，新人校長研修（The Leadership and Management Programme for New 







































































Qualification for Senior Leadership, NPQSL），ミドルリーダー
養成のための専門職資格（National Professional Qualification







































































イギリスでは，1997 年に管理職基準を策定し（2000 年，2004 年に改訂），それを受けて 1997
年に管理職資格付与プログラム NPQH（National Professional Qualification for Headship）
を実施している（2008 年，2012 年に改訂）。2004 年に NPQH の義務化が発表され，2009 年























表 2 管理職養成カリキュラム 
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BW BA/MA 6+2+18M 6+4+18M 6+4+18M 6+4+18M 6+4+18M 
BY BA/MA 7+24M 7+24M 9+24M 6+4+24M 9+24M 
BE BA/MA 6+4+18M 6+4+18M 6+4+18M - 
BB BA/MA 6+4+12M 6+4+12M 6+4+12M 6+4+12M 
HB BA/MA 6+4+18M 6+4+18M 6+4+18M 6+4+18M 
HH BA/MA 6+4+18M 6+4+18M 6+4+18M 6+4+18M 
HE*1 国家試験 6+21M 6+21M 8+21M 6+4+21M 8+21M 
MV 国家試験 9+18M 10+18M 10+18M 7+3+18M 9+18M 
NI BA/MA 6+4+18M 6+4+18M 6+4+18M 6+4+18M 6+4+18M 
NW BA/MA 10+18M 10+18M 10+18M 10+18M 10+18M 
RP BA/MA 6+2+18M 6+3+18M 6+4+18M 6+4+18M 6+3+18M 
SL 国家試験 8+18M 8+18M 10+18M 10+18M - 
SN 国家試験 8+12M 9+12M 10+12M 10+12M 10+12M 
ST 国家試験 7+16M 8(6+4)+16M 9(6+4)+16M 6+4+16M 9+16M 
-14-
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6+4+18M 6+4+24M 6+4+24M 6+4+24M 6+4+24M 
（aus:Bundeslaender/BfA Studien-&Berufswahl 2015/2016及び各州 HP 等により筆者作成） 
*1 ヘッセン州の学期数（タイプ５を除く）は最低学期。標準学期数はこれよりも１学期長
い。 
注： BA/MA バチェラー・マスター課程 +12Mは 12か月の試補勤務を意味する。例えば、 

















(1)教師教育スタンダード：教育科学編  Standards für die Lehrerbildung: 



























Anforderungen für die Fachwissenschaften und Fachdidaktiken in der Lehrerbildung 





















(3)試補勤務及び修了試験各州共通水準 Ländergemeinsame Anforderungen für die
Ausgestaltung des Vorbereitungsdienstes und die abschließende Staatsprüfung 









































































































研修，入職後研修，その後の研修という三段階での育成を 2009 年度から実施している 5。
その内容は，①統率，人的開発，組織と協働，④授業の質，内部評価及び外部評価，学校プ








3 Bayerisches Staatsministerium für Bildung und Kultus, Wissenschaft und Kunst (2014) Schule und 
Bildung in Bayern 2014. Zahlen und Fakten. München. 
4 Richtlinien für die dienstliche Beurteilung und den Leistungsbericht für Lehrkräfte an staatlichen 
Schulen in Bayern. Bekanntmachung des Bayerischen Staatsministeriums für Unterricht und Kultus 
vom 11. April 2005 Nr. II.5 – 5 P 4010.2 – 6. 29 979. 
5 Qualifikation von Führungskräften an der Schule. Bekanntmachung des Bayerischen 















Landesinstitut für Lehrerbildung und Schulentwicklung Hamburg (2014): 
Prüfungsverfahren Hinweise zur Durchführung der Zweiten Staatsprüfung für die 
Lehrämter an Hamburger Schulen ab Jahrgang 2014-08. 
KMK(2015): Sachstand in der Lehrerbildung. Stand: 21.09.2015. (https://www.kmk.org 
/fileadmin/Dateien/pdf/Bildung/AllgBildung/2015-09-21-Sachstand_LB-mit-
Anlagen.pdf 160808 access) 
KMK (2008): Ländergemeinsame inhaltliche Anforderungen für die Fachwissenschaften 
und Fachdidaktiken in der Lehrerbildung. Beschluss der Kultusministerkonferenz vom 
16.10.2008. 
KMK (2004): Standards für die Lehrerbildung: Bildungswissenschaften. (Beschluss 
der Kultusministerkonferenz vom 16.12.2004) 
KMK (1995): Studienstrukturreform fuer die Lehrerausbildung. (Stellungsnahme der 
Kultusministerkonferenz vom 12. 05. 1995) 
KMK/ Bundesagentur fuer Arbeit (2015): Studien- & Berufswahl 2015/2016. GGP Media, 
Poessneck. 
Universität Hamburg (2013a): Neufassung der Prüfungsordnung für die Abschlüsse „
Bachelor of Arts“ und „Bachelor of Science“ der Lehramtsstudiengänge der 
Universität Hamburg. Vom 30. Oktober 2013, 12. August 2013, 4. September 2013, 9. 
Oktober 2013. 
Universität Hamburg (2013b): Neufassung der Prüfungsordnung für den Abschluss „
Master of Education“ der Lehramtsstudiengänge der Universität Hamburg. Vom 30. 













































 (1)教師教育スタンダード：教育科学編 Standards für die 
Lehrerbildung: Bildungswissenschaften (Beschluss der KMK vom 














Ländergemeinsame inhaltliche Anforderungen für die 
Fachwissenschaften und Fachdidaktiken in der Lehrerbildung 





Anforderungen für die Ausgestaltung des 
Vorbereitungsdienstes und die abschließende Staatsprüfung 













































































































































（出典）Sekretariat der Standigen Konferenz der Kultusminister der Lander in der Bundesrepublik 
Deutschland:Standards fur die Lehrerbildung: Bildungswissenschaften,Beschluss der 
Kultusministerkonferenz vom 16.12.2004,s.7-13(坂越正樹訳)より作成。 
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力の基準（Référentiel des compétences professionnelles des métiers du professorat et 
de l’éducation）」として，2013 年７月１日省令により定められている。ここでは，「教職
員（métiets du professorat et de l’éducation）とは，教員（professeurs），司書教員











本法（通称フィヨン法）に基づき，2006 年 12 月 19 日省令で初めて教育の専門職スタン
ダード「教員に求められる職業的な資質・能力（Compétences professionnelles des 
maîtres）」10 項目として制定された。「教員に求められる職業的な資質・能力」は，保守









































である「中央教育審議会（Conseil supérieur de l’éducation）」（国民教育大臣が委員を任
















































































































2013 年度の創設時に ESPE に入学した学生が，2015 年９月から正規教員として教壇に








































































































「教職員の職業的な資質・能力の基準（Référentiel des compétences professionnelles des 


































































































































































































































研究の動向をまとめた報告書（Opettajat ja opettajankoulutus - suuntia tulevaan. 
Selvitys ajankohtaisesta opettaja- ja opettajankoulutustutkimuksesta opettajan- 














出典：Opetus- ja kulttuuriministeriö. (2016) Opettajankoulutuksen kehittämisen suuntaviivoja – 









































































































































1） Opetus- ja kulttuuriministeriö. (2016b) Opettajankoulutuksen kehittämisen
suuntaviivoja – Opettajankoulutusfoorumin ideoita ja ehdotuksia. Opetus- ja
kulttuuriministeriön julkaisuja 2016:34.
2） Opetus- ja kulttuuriministeriö. (2016a) Opettajankoulutuksen Kehittämisohjelma. 
3) 教育文化省における参事官 Armi Mikkola氏へのインタビュー（2017年 2月 21日）。
＜引用・参考文献＞ 
Husu, Jukka ja Auli Toom. (2016) Opettajat ja opettajankoulutus - suuntia tulevaan. 
Selvitys ajankohtaisesta opettaja- ja opettajankoulutustutkimuksesta 
opettajankoulutuksen kehittämisohjelman laatimisen tueksi. Opetus- ja 
kulttuuriministeriön julkaisuja 2016:33 
Ouakrim-Soivio, Najat, Aija Rinkinen, and Tommi Karjalainen (Toimi.). (2015) 
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Opetus- ja kulttuuriministeriö. (2016b) Opettajankoulutuksen kehittämisen 
suuntaviivoja – Opettajankoulutusfoorumin ideoita ja ehdotuksia. Opetus- ja 
kulttuuriministeriön julkaisuja 2016:34. 
Paaso, Aila and Kati Korento. (2010) Osaava opettaja 2010- 2020. Toisen asteen 











































































































（ Opettajan- koulutuksen kehittämisen suuntaviivoja – Opettajankoulutusfoorumin 
ideoita ja ehdotuksia） 
図１ 未来の教員の資質・能力目標 
出典：Opetus- ja kulttuuriministeriö. (2016) Opettajankoulutuksen kehittämisen suuntaviivoja – Opettajankoulutus-


























































を認定する全米教職専門基準委員会（National Board for Professional Teaching 
Standards, NBPTS）の活動（1987年）や，新任教員の必要な資質・能力を示した州間新任
























































援コンソーシアム（Interstate Teacher Assessment and Support Consortium, InTASC）
による基準として，全面的に改正された。その他，教員の資質・能力スタンダードとして
は，教員リーダーシップ探究コンソーシアム（Teacher Leadership Exploratory Consortium）
による教員リーダーの資質・能力スタンダード，そして教育行政に関する全米政策委員会
（National Policy Board for Educational Administration, NPBEA）による管理職の資質・
能力スタンダードが存在している。また，教員養成機関に対しては，全米のアクレディテ
ーションの基準があり，現在は教員養成アクレディテーション協議会（Council for 
Accreditation of Educator Preparation, CAEP）がその開発と運用を担っている。本章以
下，教員の資質・能力スタンダードについては InTASC を取り上げ，管理職の資質・能力ス






授内容を表した「共通コア州スタンダード（Common Core State Standards, CCSS）」（数学








































組織である州教育長協議会（Council of Chief State School Officers） は 2013 年に「教






































































効果システム（Educators Effectiveness System）と呼ばれる仕組みを構築している（Hawaii 




























































しよう。NPBEA は，2015 年 11 月に，新しい学校管理職の教育リーダーの資質・能力スタン
ダードを承認した。この基準は，全米教育長協議会の下に作られた学校管理職に関する多
様なステイクホルダーから成る州間学校管理職コンソーシアム（Interstate School 
Leaders Licensure Consortium, ISLLC）によるスタンダード（1996年に策定，2008年に









 NPBEA の基準は 2015 年に開発されたものであるため，それが各州等の制度に浸透するに
は時間がかかる。そこで，ISLLC の資質・能力スタンダードの活用状況を確認しておこう













Department of Education 2016b）。このうち，①は児童生徒の成果の評価の領域となり，
残りはリーダーシップの実践の評価の領域となる。そして，リーダーシップの実践の領域
である②〜⑤は，ISLLC の資質・能力スタンダードを適用したものとなっている。 
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・ U.S. Department of Education, Race to the Top Program Executive Summary, 2009.
1 2015 年 12 月に、NCLB 法は改正され、「全ての児童生徒が成功する法（Every Student 






NPBEA ではなく、州間学校管理職コンソーシアム（Interstate School Leaders Licensure 
Consortium, ISLLC）による資質・能力スタンダード（1996 年に策定、2008 年に改訂）
の内容が踏まえられている。




態は多様である。例えば、筆者がインタビュー調査（2016 年 3 月）を行なったワシント
ン州ベリンハム学区では、InTASC の資質・能力スタンダードは採用時にほとんど意識し
ていないとのことであった。
6 The Danielson Group のウェブページ
（https://www.danielsongroup.org/download/?download=452, 2017/01/10）より。 

















・全米州教育長協議会（Council of Chief State School Officers）
のプログラムの一つである州間教員評価・支援協会（Interstate

































































































































































































プロジェクト（National Partnership on Improving Teacher Quality）」では，連邦政府・州政府間の
合意により，新たな資質・能力スタンダードの開発，国家レベルでの教員登録制度の創設を始めとする
種々の取組が進められることが約束された。2009年には，改革を主導するための連邦組織として，「オ









の評価・発達フレームワーク（Australian Teacher Performance and Development Framework）」と教員
及びスクール・リーダーの専門的な学びを促すオーストラリア憲章（Australian Charter for the 





その改革を主導する組織として，教師教育に関する閣僚諮問委員会（the Teacher Education Ministerial 



















での教員の資質・能力スタンダード（APST）の開発であった。2009 年に着手された APST の開発は，連
邦及び各州教育大臣を構成員とする審議会に常設される上級職員（senior officials）による委員会
（Steering Committee of the Australian Education, Early Childhood Development and Youth Affairs 





































































































































College of Teachers) Act 2005）」で，教員資格の更新を希望する者は５年ごとにそれを行う必要があ
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リーダーシップの概要（Australian Professional Standards for













のガイドライン（Guidelines for the accreditation of initial
teacher education programs in Australia）」により，各大学が提
供する教員養成プログラム認可のためのスタンダードも策定・運用
・一方，上位概念として「高度に熟達した，主導的立場にある教員
のための認定（Certification of Highly Accomplished and Lead
teachers）」及び「教員及びスクールリーダーの専門的学びのための
全国憲章（Australian Charter for the Professional Learning of




















































































































4.3 問題行動を起こす児童生徒への対応（Manage challenging behavior）
4.4 児童生徒の安全の確保
























































































このような動きの中，2001 年に教育スタンダード法（Education Standards Act）が制






年に採択された後，2010 年から 2013 年にかけて段階的に実施された。 
近年の大きな動きは，TC の機能や役割を引き継ぐ，ニュージーランド教育審議会







 (2) 教員養成スタンダード 





















よって構成される。二つの領域は「専門的な連携と価値（Professional Relationships and 








どのように学ぶかについての知識と理解を実践で示す）に対応する指標を以下に示す。   






























は，思考力（Thinking），言語・シンボル・テキストの使用（Using language, symbols and 
texts），自己管理（Managing self），他者との関わり（Relating to others），参加と貢献
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値（Professional Relationships and Professional Values）」のカテゴ
リーに関係付けられ，七つの評価基準は「実践における専門的知識






























































































（出典：Graduating Teacher Standards, Education Council of Aotearoa New Zeland  和訳は著者による） 
































































（出典：Professional Standards for Secondary Teachers - Criteria for Quality Teaching, Education.govt.nz
和訳は著者による）
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 2001年 「教育サービスの専門的発展とキャリア計画」（Education Service 
Professional Development and Career Plan, Edu-Pac）の導入により，教員のキャ
リアトラックを設定 ⇒ トラックごとの教員の専門性を明確化 
 2004年 リー・シェンロン首相「教授を少なく，学習を多く（“Teach Less Learn 
More”, TLLM）」の方針を発表 
 2005年 Edu-Pacの一環として「業績向上管理システム」（Enhanced Performance 
Management System, EPMS）を導入し，教員に求められる成果の明確化 
 2006年 授業研究（Lesson Study）プロジェクト開始 
 2008年 21世紀教師教育モデル（Teacher Education Model for the 21st Century, 
TE21）を導入し，教員養成並びに現職教育の職能成長に関するプログラムを刷新 
…新たな教師教育モデルについての六つの勧告 
 2009年 「専門職学習コミュニティ（Professional Learning Communities, PLC）」
を試験的に導入し，教員相互の学びのネットワーク構築を目指す 
 2010年 シンガポール教員アカデミー（Academy of Singapore Teachers: AST）を
教育省内に設置し，教員間の専門的知識や実践等の共有，教員研修の充実を目指す 
 2012年「教員成長モデル（Teacher Growth Model, TGM）」において「21世紀に求め








































 倫理的な教育者（The Ethical Educator）…自らの力と限界を認識し，他者と協力し
て，倫理的な環境を構築する 
 有能な専門家（The Competent Professional）…学習を促す強力な教授法を備え，子
供を全面的に発達させる資質を伸ばす 
 協同的学習者（The Collaborative Learner）…他の教員と協力して課題に立ち向か
い，チームとして協働する 
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 変革するリーダー（The Transformational Leader）…同僚や教育実践者と信頼関係
を構築し，変革を導き，それを統制する 














学習者中心主義（Learner-Centred Value）や子供の全面発達の教育（Nurturing the 

























































































































 新任教員向けの初任者研修（Initial Teacher Programme） 
― 対象：初任教員，期間：１年間 
 教育管理職養成研修（Leaders in Education Programme） 
― 対象：校長としての資質・能力を期待される副校長，期間６か月 
 学校マネジメント・リーダーシップ研修（Management and Leadership in Schools 
Programme） 
― 対象：中間管理職としての資質・能力を期待される中堅教員，期間：17週間， 
 教育の架け橋作り：革新的学校リーダーシップ研修（Building Education 
Bridges: Innovation for School Leadership） 
― 対象：管理職教員，期間：２週間 
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平中里弥「シンガポールにおけるスクールリーダー教育プログラムの特質 ―Leaders in 
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 倫理的な教育者（The Ethical Educator）…自らの力と限界を
認識し，他者と協力して，倫理的な環境を構築する 
 有能な専門家（The Competent Professional）…学習を促す強
力な教授法を備え，子供を全面的に発達させる資質を伸ばす 
 協同的学習者（The Collaborative Learner）…他の教員と協
力して課題に立ち向かい，チームとして協働する 
 変革するリーダー（The Transformational Leader）…同僚や
教育実践者と信頼関係を構築し，変革を導き，それを統制する 





















































































ピテンシ ・ーモデルを設定しており，これに対応した主要成果領域（Key Result Areas, KRAs）
が，教員の資質・能力スタンダードとして機能している。ティーチング・コンピテンシー・モ
デルは，以下の図１に示すように，達成すべき中核的コンピテンシー（Core Competency）に






図 1 Ministry of Education, Singapore, Teaching Field of Excellence: Role Profile, 














































図 2 Ministry of Education, Singapore, Leadership Field of Excellence: Role Profile, 
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第 9章 韓国 
 







































 - 2 - 
たもので，昇進や任用に当たっての人事行政の公平性をはかる目的で採り入れられた。2007
年からは同僚教員による多面評価が導入されており，校長や教頭の管理職以外の視点も加
味されている 7。評定は教員用と教頭，奨学士，教育研究士用が用意されていた 8。 


































































































































1・私立 30）と 15の一般大学の教育学科（国立 1・私立 14），そして一般大学の教職課程











































































































の誤解と‘教心離反’の理解論―』図書出版夏雨，2002 年，pp.315-321 を参照した。 
2 高ジョン，前掲書，2002 年，p.322 参照。なお，韓国では教育行政を主管する中央行政の
名称は時期により異なるが，本稿では全て「教育部」で統一した。 
3 同上書，p.490 参照。 
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ける学校改善と教師教育改革に関する国際比較研究』平成 24 年度～平成 26 年度 科学研
究費補助金（基盤研究(B)中間報告書，2014 年，pp.27-52 が最も詳しい。 
7 金フィギュ(김희규)・チュ・ヨンホ(최영호)「教員評価の現状と課題」，韓国教員教育学会『韓





9 金フィギュ・チュヨンホ，前掲論文，pp.73-74 参照。 
10 教育科学技術部（学校自律化推進課教員団体協力チーム）『2010 教育公務員成果賞与金
支給指針』2010 年，p.5 参照。 
11 申鉉奭によれば，1995 年から 2000 年の間に教員評価制度導入の試みがなされる中で勤
務成績評定制度は昇進を目的とした制度なので，教員の能力を開発支援することには貢献
しないという批判がなされてきたという（申鉉奭，前掲書，p.270 参照）。 
12 金フィギュ・チュヨンホ，前掲論文，p.67 参照。 
13 幼稚園は 2017 年度より実施の予定である。 
14 教育部（教員政策課）『教員の教育専念要件醸成のための教員評価制度改善方案施行計画』
2015 年，p.6 参照。 








18 教育部（教員政策課），前掲資料，2015 年，p.2 参照。 
19 教員能力開発評価実施に至るまでの経緯は申鉉奭，前掲書，2010 年，pp.270-271 参照。 
20 申鉉奭，前掲書，p.294 参照。 
21 金ヒギュ・朱ヨンホ，前掲論文，p.67 参照。 
22 教育部『2016 年度 教員能力開発評価マニュアル―中等学校用―』，2016 年，pp.22-23
参照。 
23 教員能力開発評価の実施方法については，上掲『2016 年度 教員能力開発評価マニュア
ル―中等学校用―』を参照した。 
24 前掲『2016 年度 教員能力開発評価マニュアル―中等学校用―』，p.35 参照。 
25 同上書，p.39 参照。 
26 前掲『2016 年度 教員能力開発評価マニュアル―中等学校用―』，p.3 参照。以下の教員
能力開発評価に関する記載に当たっては同マニュアルを中心に参照した。原資料には編集
者が記載されていないが，関係者からの聞き取りにより「教育部」と判明した。 
27 ソウル市教育庁『共に創っていくソウル革新未来教育課程』，2016 年，pp.14-15 参照。 
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道中央教育研修委員会『NTTP2016 教育共同体研修革新方案』，2016 年，p.7 参照。 
32 教員能力開発評価に関連した研修に関する記載については前掲『2016 学年度 教員能力
開発評価マニュアル－中等学校用－』，pp.35-48 を参照した。 
33 同上書，p. 53 参照。 
34 金ヒギュらは「教師の自発的な参加がない政策を通じて学校や児童生徒を変化させるの
には限界がある」と述べている（金フィギュ・チュヨンホ，前掲論文，2014 年，p.67 参照）。 
35 林ヨンギ(임연기)「教員評価政策の争点と課題」，韓国教育開発院『韓国教育』35(3)，



























































































































































　　      表2  教員能力開発評価における一般教師に対する評価領域/ 要素/ 指標（京畿道）
評価












































校　 長 教　 頭
￮ 学校経営目標評価管理 ￮ 学校経営目標管理支援
￮ 教育課程編成·運営 ￮ 教育課程編成·運営支援
￮ 創意·人格 児童生徒管理 ￮ 学事業務管理
￮ 教室授業改善 ￮ 教室授業改善支援
￮ 自律奨学運営 ￮ 自律奨学支援
教員人事 ￮ 教員人事管理 ￮ 人事業務遂行
￮ 施設管理
￮ 予算編成･執行
￮ 民主的学校運営 ￮ 民主的学校運営支援
￮ 組織協業文化寄与 ￮ 組織協業文化寄与



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・2013 年連合政権は，EYT（Early Years Teachers：幼年教師，
学位あり），EYE（Early Years Educator：幼年教育士，レベル３
資格あり）について定めた。以前学位を持った保育者は EYPS




Certificate in Education）の教員養成を経て EYT になる。2)助手/
訓練生をしながらレベル３資格を取得して幼年教育士になり，レベ
ル４資格以上で上級幼年教育士となり，関連する学位を取得し，
PGCE の教員養成を経てEYT になる。 
・EYT は，養成課程を修了した QTS（Qualified Teacher 








・EYT：幼年教師 Early Years Teachers は，「教員スタンダード・













・EYE：幼年教育士 Early Years Educator(Level 3)は「EYE 資格
基準 Qualifications Criteria」（2013 年）で定められている。６項
目と下位項目。質の高いEYE 資格としての最低要件を示す。
EYFS（就学前ナショナル・カリキュラム Statutory Framework 











































Teachers’ Standards (Early Years)  2013 年６月発行９月施行 
前文
幼年教師EYT （Early Years Teachers）は乳幼児の教育と養護を第一に行う。EYT は専門
的な実践と運営に関して可能な限り高い水準に到達することに責任を負う。EYTS（Early 
Years Teacher Status）は教育と養護について指導的立場をとり，就学前ナショナル・カリキ
ュラム EYFS で求められる基準を満たしている大学卒業者に対して与えられる。 
EYT は真摯かつ誠実に行動しなくてはならない。EYT は乳幼児期の発達について堅固な知
識を持ち，知識と技術を常に最新のものに保ち，自身に対して批判的である。幼年教師は就学



























































8.2 職場により広い視野と理念をもたらすことに貢献する。  
8.3 同僚間，保護者等及び他の専門家と協働する職場文化の醸成に指導的な立場で関わる。 





Department for Education. (2012) Statutory framework for the early years foundation 
stage：Setting the standards for learning， development and care for children from 
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birth to five. 
http://www.foundationyears.org.uk/files/2014/07/EYFS_framework_from_1_September_2
014__with_clarification_note.pdf （2017 年 1 月 20 日閲覧） 
Department for Education and National College for Teaching and Leadership. (2013) Early 
years educator (level 3): qualifications criteria. 
https://www.gov.uk/government/publications/early-years-educator-level-3-qualifications-
criteria  （2017 年 1 月 20 日閲覧） 
National College for Teaching and Leadership. (2013）Teachers’ Standards (Early Years). 
https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/211646/Ea























教員認証協議会（2013 年，以前の NCATE 全米教員養成・教員認
証協議会）は，NAEYC スタンダードを用いて認証している。 








































































全米乳幼児教育協会による NAEYC Standards は 2009 年に改訂され，初任教員用，上級
教員用のスタンダードが 2010 年に策定された。ここでは，上級教員用のスタンダードを提示
する。各スタンダードの下位項目の一部が高度化している。
NAEYC Advanced Standards  2010 年策定 
１．子供の発達と学びを促進する。 






















































InTASC (2011) InTASC Model Core Teaching Standards: A Resource for State 
Dialogue. 
http://www.ccsso.org/Documents/2011/InTASC_Model_Core_Teaching_Standards_2011.p





NAEYC (2009) NAEYC Standards for Early Childhood Professional Preparation 
Programs.  
http://www.naeyc.org/files/naeyc/files/2009%20Professional%20Prep%20stdsRevised%2
04_12.pdf  （2017 年 1 月 20 日閲覧） 
NAEYC (2012) 2010 NAEYC Standards for Initial & Advanced Early Childhood 
Professional Preparation Programs. 
https://www.naeyc.org/caep/files/caep/NAEYC%20Initial%20and%20Advanced%20Stand
ards%2010_2012.pdf（2017 年 1 月 20 日閲覧） 
NAEYC (2016) Early Childhood Higher Education Accreditation: Accreditation Policies 
and Procedures Handbook．
http://www.naeyc.org/files/naeyc/Accreditation%20Handbook%20Revised%20November
%2017.pdf (2017 年 1 月 20 日閲覧) 
NBPTS. (2012) Early Childhood Generalist Standards (Third Edition): For teachers of 
students ages 3–8. 
http://www.nbpts.org/sites/default/files/documents/certificates/nbpts-certificate-ec-gen-

















きた。2010 年の JFMK 及び KMK 決議による。詳細は次項参照。 
2.教員の資質・能力 
スタンダードの概要
・2010 年，常設各州文部大臣会議 KMK と青少年家族大臣会議
JFMK は，児童教育士の養成及び研修についての共通枠組み「幼



































































1990 年以降，保育所，幼稚園，学童保育を担う保育総合施設 KITA も増加している。ドイツ
では PISA ショックにより就学前教育が着目されるようになり，保育施設における教育（陶




「幼児期における教育としつけ」共通枠組み（要約） 2010 年 
Weiterentwicklung der Aus-， Fort- und Weiterbildung von Erzieherinnen und Erziehern 
Gemeinsamer Orientierungsrahmen „Bildung und Erziehung in der Kindheit“  
  (Beschluss der Kultusministerkonferenz vom 16.09.2010， Beschluss der Jugend- und 
Familienministerkonferenz vom 14.12.2010) Gemeinsamer Orientierungsrahmen 





























































































































＊ドイツでは 1967 年に幼稚園教諭・学童保育士（Kindergärtnerin und Hortnerin）及び児
童福祉施設職員（Heimerziehung）の職を統合して「児童教育士Erzieher/in」となり，対応
する領域が広い。2000 年の KMK 協定以降，児童教育士資格取得の前提条件として，福祉教
育助手（Sozialpädagosiche/r Assistant/in）や児童育成士（Kinderpfleger/ in）を位置付けた






















innen）が 16,726 人，教育学士（Pädagogen/-innen）等が 7,091 人，治癒教育士（大学養
成）が 2,150 人，国に認定された児童教育学士（MA/BA）が 4,580 人，児童教育士が
385,456 人，治癒教育士（専門学校養成）が 15,678 人，児童育成士が 64,480 人，福祉制度
助手等が 9,632 人，その他の福祉教育短期養成者が 2,227 人等となっている。学歴で分類す
ると，大学卒業者が 30,547 人（5.3％），専門学校卒業者が 401,134 人（69.6％），短期職業
訓練終了者が 76,339 人（13.2％）等となっている（注３）。 
注１）ノルトライン・ヴェストファーレン州 Vereinbarung zu den Grundsätzen über die 
Qualifikation und den Personalschlüssel nach § 26 Abs. 3 Nr. 3 des Gesetzes zur frühen 
Bildung und Förderung von Kindern (Kinderbildungsgesetz KiBiz) Vom 26. Mai 2008 in 
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注３）Statistisches Bundesamt . (2016)  Statistiken der Kinder- und Jugendhilfe. Kinder 
und tätige Personen in Tageseinrichtungen und in öffentlich geförderter Kindertages- 










Rolf Janssen. (2010)  Die Ausbildung Frühpädagogischer Fachkräfte an 
Berufsfachschulen und Fachschulen.  Deutsches Jugendinstitut e. V. (DJI). 


































































































































































































































































































































































両国における保育者養成の現状と課題」．Child Research Net． 




を支える 子どもと言葉』（pp.36-37）．大学図書出版.  

























































































 教員の資質・能力スタンダード 管理職の資質・能力スタンダード 
イギリス 教員 校長 
ドイツ 教員 設定なし 
フランス 教職員 設定なし 
フィンランド 設定なし 設定なし 
アメリカ 教員 校長，教員リーダー 



































 養成・採用レベル 現職レベル 
イギリス 教員資格取得，教職課程認定，試補終了時評価 職能開発，教員評価，学校監査，不適格教員同
定 
ドイツ 教職課程編成，試補終了時評価  
フランス 教員採用試験  
フィンランド   
アメリカ 教職課程認定，教員免許 職能開発，教員評価 
オーストラリア 教員資格取得 教員評価，教員登録更新 
ニュージーランド 教員登録認定，試補終了時評価 職能開発，教員評価 
シンガポール  職能開発，教員評価 






































































































































⑵内容 ④教科内容の知識 ⑤内容の応用 
⑶指導実践 ⑥評価 ⑦指導計画 ⑧指導方略 
















































































































































































Council of Chief State School Officers(CCSSO), Interstate Teacher Assessment and 
Support Consortium InTASC Model Core Teaching Standards and Learning Progressions 
for Teachers 1.0: A Resource for Ongoing Teacher Development, CCSSO, 2013. 
Lawrence Ingvarson, Development of a National Standards Framework for the Teaching 
Profession, Australian Council for Educational Research, 2002. 
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1 2 3 
・教員は，学習目的の種類に応じた方法を適合する
ように，様々な教室の形成的評価を活用し，デザイ
ンし，適応させる。(6a;6b;6j;6k;6r;6t) 
・教員は，基準を達成するように学習目的に沿って
学習者の進度に関する結論を導くために多様な種
類の評価からデータを活用し，また学習者の必要を
満たすために授業を導くようにここでの分析を活
用する。彼／彼女は，彼／彼女の分析や学習者の進
度の報告を支援するために，数字または（あるいは）
他の記録を保存する。(6c;6g;6j;6l;6o;6t) 
・教員は，形成的及び総括的評価データに基づく個
人的，共同的な授業実践を改善するために同僚との
対話に参加する(6c) 
かつ… 
・教員は，現代的なツールやリソー
スを活用してパフォーマンスを証
明する多様な方法を学習者に提供
する。(6a;6b;6e;6g;6i;6j;6o;6r;6t) 
・教員は，異なる個々の学習経験や
評価のデザインを導くようにデー
タを活用する。(6g) 
・教員は，学習者集団を越えて形成
的及び総括的評価に関するパフォ
ーマンスを分析するために同僚と
協同し，授業改善に向けた戦略の
共同開発や基準を達成するための
支援に携わる。(6c;6l) 
かつ… 
・教員は，学習目的に埋め込まれた知識，批判的思
考，問題解決スキルの発展を最大化するために形成
的な教室評価を活用する。(6a;6c;6o;6t) 
・教員は，学習者の進度に影響を与えることをより
よく理解し，必要な変化を主張するのに必要とされ
る付加的なデータを集めるために単独または同僚
と共に作業する。彼／彼女は，基準に対する進度を
分析し，様々な学習ニーズに応じた学習者のための
支援の範囲を拡げるために同僚と共に作業する。
(6c;6g;6l) 
・教員は，学習者に関するカリキュラムや授業の影
響を評価するために総括的な評価情報を活用する
ように他の教員と協同する。(6c;6j;6l) 
増大した能力への転換： 
学習者のパフォーマンスに関する理解を拡大し，深めるために評価を柔
軟に活用し，継続的な学習者の成長のための最もよい支援を決断する 
個々の生徒の学習を最大化し，学校カリキュラムや授業を改善する
ために必要とされる情報に応じて評価技術を調整する 
将来の専門的な学びを通した開発，例えば： 
効果的に評価を活用することで知識とスキルを構築する 高次のスキルを評価するために知識やスキルを拡張する 
❖学習目的に評価の種類を合わせるために系統的な情報（例えば，ワー
クショップ，対人またはオンライン研修，ウェビナー，ソーシャルメディ
ア）にアクセスする 
❖生徒の学習を支援するために評価を活用し，適応させ，デザインする
際に，長所を発展させるようにプロトコルを活用する 
❖評価実践を改善するためにコーチングやフィードバックを活用する
（例えば，評価の種類を変更する，評価からのデータの活用を洗練する） 
❖複雑なパフォーマンス課題（例えば，『理解をもたらすカリキュ
ラム設計』の GRASPS）を開発するために技術を学習し，活用する 
❖クリティカル・フレンド（たち）と共に複雑な評価を共有し，デ
ザインを強化するためにフィードバックを活用する 
生徒の学習を支援するために評価の活用を通して分析と省察を強化する データの協同的な分析に関するスキルを構築する 
❖問題と戦略を共有する学年段階のチーム・ミーティングを活用し，評
価実践の改善目標を確認する 
❖個人や集団の学習者に対する必要な支援の開発を導くように，生徒の
評価データを検討するために同僚と共に作業する 
❖学校または学区レベルのデータチームとの作業を通して，改善に
向けた生徒の学習の対象領域を確認する際のスキルを構築する 
❖多様なオーディエンスに影響される方法でデータを確認し，組織
化し，表現するスキルを発展させるために様々なリソースにアクセ
スする 
（注）CCSSO(2013), pp.31-32.
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